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「被災宅地危険度判定制度連絡協議会」の発足
（メンバー：国・都道府県・政令市及び当時の住宅・都市整備公団）

阪神・淡路大震災時に住宅・都市整備公団（現 独立行政法人 都市
再生機構）が宅地危険度調査を実施（制度発足前）

経緯

「被災宅地危険度判定制度について」（建設省通達）



目的

この要綱は、市町村（特別区を含む）において、災害
対策本部が設置される規模の地震又は降雨等の災害によ
り、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅
地危険度判定士（宅地判定士）を活用して被害の発生状
況を迅速かつ的確に把握し、危険度判定を実施すること
によって、二次災害を軽減、防止し住民の安全確保を図
ることを目的とする。

様々な災害に対応



用語の定義

災害対策本部内に設置される組織

判定実施本部長
が必要有りと判
断した場合

被災した市町村を管轄する都道府県の
災害対策本部に設置される組織

住居建築物の敷地

判定する「宅地」とは？

公共建築物の敷地

判 定 実 施 本 部

支 援 本 部



危険度判定の責任体制等

判定活動に対する責任全般

実施した際の判定の責任

第三者への損害

災害対策基本法に伴う
防災措置の勧告や

改善命令など

判定士の派遣を
要請した市町村長



連絡支援体制等

都道府県間の宅地判
定士の派遣等を調整

県内の判定士への
協力要請

県内の判定士
への協力依頼

被災した市町村

国土交通省

所在する都道府県

他の都道府県

判定士の派遣要請 支援

必要に応じ
支援要請

支援

都市再生機構

必要に応じ派遣
等の調整要請

調整

判定士への協力依頼

支援

派遣要請



判定結果の表示等



被災宅地危険度判定士

●宅地造成等規制法施行令第１７条

●都市計画法施行規則第１９条第１号イからチ

判定士となる資格

●国又は地方公共団体等の職員及び職員であった者で
「土木・建築又は宅地開発に関する技術」３年以上経験

●前各号と同等以上の知識及び経験を有する者として都
道府県知事等が認める者

宅地判定士として判定活動に協力しようとする者の資格

●国又は地方公共団体等の職員及び職員であった者で「土
木・建築又は宅地開発に関して」１０年以上の実務経験を
有し、都道府県知事等が認めた者



認定登録の更新等

辞退の意思がない限り更新手続きを行う。

⇒ 自動更新制度を導入

名簿記載事項の変更

「神奈川県建築物震後対策推進協議会へ届出」

認定更新

判定士としての有効期限・・・５年



講習会

講習会を開催する主体 都道府県、協議会等

神奈川県の場合

県及び開発許可権限のある県内１２市で構成

「神奈川県被災宅地危険度判定推進協議会」の設置

平成１０年 ５月１５日発足

県及び県内全市町村で構成

「神奈川県建築物震後対策推進協議会」に吸収合併

平成１２年 ４月２５日発足

上記の協議会が講習会を開催している。

神奈川県知事が判定士の認定を行う。



判定調整員

正式名称：被災宅地危険度判定業務調整員

実施マニュアル（「被災宅地の調査・危険度判定マニュア
ル」）に基づき、以下の業務を適正に行うことができると都
道府県知事等が認め、認定した者。

●危険度判定実施本部と判定士との連絡調整

●危険度判定の実施に係る判定士の指導監督

●危険度判定結果の集計及び実施本部への報告等



各種マニュアル等

① 被災宅地危険度判定実施要綱

② 実施本部業務マニュアル

③ 被災宅地の調査・危険度判定マニュアル

④ 被災宅地危険度判定業務実施マニュアル

⑤ 判定調整員業務マニュアル


